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１.ＪＲ貨物グループ長期ビジョン２０３０



・ＪＲ貨物グループ 長期ビジョン2030
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ＪＲ貨物グループは、脱炭素社会を目指す「カーボンニュートラル2050」、“担い手にや
さしい” “強くてしなやかな”物流の実現を掲げる「総合物流施策大綱」の実現に向け積極的
に関与していくことを通じ、持続可能な社会及び物流ネットワークの構築に貢献。



・ＪＲ貨物グループ 長期ビジョン2030 ～社会に提供する４つの価値～
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・ＪＲ貨物グループの目指す姿 ～ＪＲ貨物グループ一覧～

●㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・北海道物流
●㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・東北ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
●㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・北関東ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
●㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・南関東ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

【駅施設保有】
●北九州貨物鉄道施設保有㈱

⚫ ㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・新潟ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
⚫ ㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・信州ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
⚫ ㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・東海ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
⚫ ㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・北陸ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
⚫ ㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・西日本ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
⚫ ㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・中国ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ
⚫ ㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・九州ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

【建設・コンサルティング・ビル管理】

●㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・不動産開発

【植物工場事業】

□山村JR貨物きらベジステーション㈱

【リース・資材調達】

●ジェイアールエフ商事㈱

●印：連結子会社、□：持分法適用会社

～最適な物流ソリューションの提供～

～環境特性に優れた貨物鉄道～

～駅作業・駅設備の安全の提供～

～事業を通じた地域の活性化～
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【駅構内作業・荷役業務・検修附帯業務】

日本貨物鉄道
株式会社

【連絡運輸】
八戸臨海鉄道㈱
仙台臨海鉄道㈱
秋田臨海鉄道㈱
福島臨海鉄道㈱
鹿島臨海鉄道㈱

京葉臨海鉄道㈱
神奈川臨海鉄道㈱
名古屋臨海鉄道㈱
衣浦臨海鉄道㈱
水島臨海鉄道㈱

【倉庫・物資別】
⚫日本運輸倉庫㈱
⚫名光急送㈱
⚫東京輸送㈱
⚫日本オイルターミナル㈱
⚫関西化成品輸送㈱
セメントターミナル㈱

【利用運送】
⚫日本フレートライナー㈱
⚫全国通運㈱

物流生産性の向上 安全・安心な物流サービス

グリーン社会の実現 地域の活性化
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２.貨物鉄道が発揮している役割



・貨物鉄道輸送の特徴

② 高い環境特性

③ 中長距離輸送に優位

９００km以上の長距離陸上輸送では、
約３割のシェア

④ 幅広いニーズに対応できる鉄道コンテナ
(5トン単位のロット／大型コンテナに対応)

⑤ 消費地・生産地に近い貨物駅

① 高い労働生産性

⑥ 危険品輸送(石油輸送)に優位 社会貢献(⑦災害時支援物資,⑧ｻｰｷｭﾗｰｴｺﾉﾐｰ)
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(1) 鉄道の高い労働生産性

鉄道輸送においては、 １人の運転士で一度に大量の貨物を輸送することが可能。
コンテナ輸送では、最大でコンテナ車を26両連結した列車を運転。標準タイプの12フィー

トコンテナ（5トン積み）を1編成で130個を積載することができ、10トントラック換算で
65台分の荷物を一度に輸送することが可能。
また、臨海部と内陸との間の石油類の輸送では、1列車で1,000キロリットル(20KLタンク

ローリー50台分)を超える大量の石油類を一度に輸送することが可能。
物流労働生産性指標（LPI）においても、他モードより高い指標(特にトラックとの比較)と

なっており、ドライバー不足の中、物流労働生産性を高めていく上で重要な輸送モード。
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出所：加藤博敏、相浦宣徳、根本敏則、
長距離貨物輸送の物流労働生産性指標の提案と生産性向上に
向けた考察、日本物流学会誌 第 25 号 、pp79～86、2017

国交省：物流生産性向上に資する幹線輸送の効率化方策の手引き
（令和３年７月）より
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鉄道輸送のCO2排出量原単位は営業用トラックの約13分の１、内航海運の約２分の１であ
り、環境特性が高い。
ＪＲ貨物が行っている貨物鉄道輸送をすべて営業用トラックで行った場合と比較すると、国内

で約400 万トンのCO2排出量を抑制したこととなる。
これは東京都の約2 倍の面積（約46 万ha）の植林活動に相当するとともに、仮に、諸外国の

平均炭素価格（約9,400円/ｔ-CO2 注）を基に金額換算すると、毎年約383億円の価値に相当。

(2) 鉄道の高い環境特性



鉄道の平均輸送距離
ｺﾝﾃﾅ 約900km、車扱 約150km

(3) 中長距離輸送における鉄道の優位性

貨物列車の平均輸送距離は900kmを超えており、中長距離帯における輸送を得意としている。
陸上貨物輸送の距離帯別に自動車と鉄道のシェアを見ると、長距離帯になるほどに鉄道貨物輸

送のシェアが高くなっており、長距離輸送の分野において鉄道は大きな役割を発揮。

国交省 貨物・旅客流動調査（令和元年度）および
JR貨物輸送データより、JR貨物作成

◆陸上貨物輸送の距離帯別シェア（2019年度）

900㎞以上帯では
約３割のシェア
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(4) 幅広いニーズに対応できる鉄道コンテナ ～５トン単位のロット～

12出所（公社）鉄道貨物協会北海道支部講演会資料（2021.6)

ＪＲ貨物の鉄道コンテナの主力は12フィートコンテナ（内方寸法；長さ約3.6ｍ・５トン
積み）。５トンロットには使い勝手が良いという利点がある。
例えば、北海道発の農産品等においては、月間全配達回数の約75％の配達が鉄道コンテナ

１個単位で配達されており、5～10トンという比較的小さいロットでは約９割を超える配達
がなされている。その理由として、配達先の事業規模、保管スペースの制約、周辺の狭隘道
路などによる接車制限等が上げられると分析されており、中小の農家や工場等地域産業の下
支えに貢献している。



大型コンテナの輸送ネットワークを拡大し、トラック輸送、海上輸送との連携を強化。
大型トラックで輸送していた貨物のモーダルシフトに適した、ISO規格コンテナや31フィート
ウィングコンテナなどの大型鉄道コンテナを提案、利便性向上のために大型荷役機械「トップ
リフター」を配置。

大型コンテナ荷役機械
「トップリフター」の配置駅は全国48駅。
（コンテナ取扱駅 全国121駅）

(4) 幅広いニーズに対応できる鉄道コンテナ ～大型コンテナへの対応～
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(5) 消費地・生産地に近い貨物駅
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貨物駅は消費地・生産地に近接し、RORO船・フェリー等の港湾と比較して、トラックに
よる輸送距離が短く、輸送効率が高い利点がある。
例えば、農産品等を北海道内各産地から全国各地へ輸送する場合、北海道発荷物での生産

地から貨物駅までのトラック輸送距離は、生産地から港湾までのトラック輸送距離の約５分
の１。
本州着荷物での、貨物駅から消費地までのトラック輸送距離は、港湾から消費地までの輸

送距離の最大約８分の１。

ドレージ
＝海上コンテナ専用輸送トラック

緊締車
＝鉄道コンテナ専用輸送トラック

出所：平出渉、相浦宣徳 北海道新幹線並行在来線と青函共用走行区間における貨物鉄道輸送に関する一考察
ー議論の整理と仮説的抽出法アプローチによる影響分析ー（2021）



(6) 危険品輸送（石油輸送）における優位性
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危険品輸送、特に石油輸送において、優位性を発揮している。
国内内陸部は各製油所との距離が長く港からも遠く、一部道路においては危険品の通行制

限区間もあるため、安全性が高く大量輸送が可能な貨物鉄道輸送が特性を発揮。群馬県では
県内に運ばれる石油の約９割、長野県では約８割が鉄道輸送に依っている。

鉄道利用区間は、タンクローリー輸送が困難な地域が多い。
（危険品通行規制区間：恵那山トンネル等）



(7) 災害発生時の支援物資輸送・廃棄物輸送への貢献

発災時、関係各所と協力し、緊急支援物資輸送および災害廃棄物輸送を可能な限り迅速に
行うことで、一刻も早い被災地の復興に協力。

・2011年３月の東日本大震災により各地で発生した災害廃棄物を2011年11月より東京タ駅などへ
約184,000トン輸送。

・2019年の台風19号により宮城県大崎市や丸森町で発生した災害廃棄物を2020年2月より
仙台貨物ターミナル駅（宮城県仙台市）から隅田川駅（東京都荒川区）および横浜羽沢駅

（神奈川県横浜市）へ約6,100トン輸送。

関東地方から被災地へ緊急の石油輸送
を実施するため、通常は運転していな
い線区を活用し、ライフラインとして
の役割を発揮。

20klタンクローリーに換算して、約
2,850台分の石油類を被災地に輸送。

◆災害廃棄物輸送

◆東日本大震災における石油類の緊急輸送
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貨物鉄道は様々な廃棄物輸送を担っており、再生資源を生み出す循環型社会構築に貢献。
大量輸送が可能なことから、大都市圏における交通渋滞緩和に貢献するとともに、中長距

離輸送に適していることから、広域処理を要する廃棄物輸送にも対応。
また、排出事業者から処分業者までコンテナによる一貫輸送が可能で、鉄道は決められた

ルートのみの運行であるため、不法投棄対策として有効。
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(8) サーキュラーエコノミーへの貢献

(トン)

2015年より東京23区の都
市ごみ焼却灰をセメント原
料として資源化する事業に
協力。
焼却灰の性質と貨物列車の
多頻度運行・リードタイム
等が輸送ニーズに合致。
最終処分場の延命にも貢献。

【東京23区のごみ焼却灰輸送】

（輸送している廃棄物（一例）） （封印環による施錠）



18

３.物流業界が乗り越えていかなければならない大きな課題



（１）物流クライシス（ドライバー不足）
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近年、EC需要の増加をはじめとした物流需要増加の一方で、労働人口減少等にドライバー
不足等によって「物流クライシス」が発生。今後、2024年のトラックドライバー時間外労働
の上限規制に伴い、更にトラックドライバー不足が加速。（2028年度には△約28万人）
⇒EC分野の成長等を妨げることのないよう、トラック輸送にこれ以上の負荷を掛けない形で

供給力の確保が必要。
⇒労働生産性で優位性のある貨物鉄道が果たしていく役割は大きく、貨物鉄道ネットワーク

を強靭化するとともに、トラック等とのパートナーシップの強化が必要。

出所：日本ロジスティクスシステム協会「ロジスティクスコンセプト2030」

トラックドライバー需給の将来予測

出所（公社）鉄道貨物協会「平成30年度末本部委員会報告書」

2017年度 2020年度 2025年度 2028年度

需要 109.1万人 112.7万人 115.4万人 117.5万人

供給 98.7万人 98.3万人 94.6万人 89.6万人

過不足
△10.3万人

(全体の約9％)
△14.4万人

(全体の約13％)
△20.8万人

(全体の約18％)
△27.8万人

(全体の約24％)

出所：国土交通省「宅配便取扱実績」、予測は日本経済研究センター

宅配便取扱個数の将来予測



（２）カーボンニュートラル

直近2020年度の貨物鉄道輸送トンキロは、168億トンキロ。総合物流施策大綱におけるモーダルシフト目
標（2025年度 209億トンキロ）の実現には、更なる輸送効率の向上が必要。
また、地球温暖化対策計画に掲げられた2030年度の貨物鉄道のCO２削減目標値は146万t-CO2であり、

これは運輸部門における貨物部門削減目標を0.31億t-CO2と仮定した場合、約4.7％に相当。
⇒ モーダルシフトによる更なるCO2削減への貢献、そして政府目標の達成のためには、貨物鉄道の利便性

向上努力とともに、貨物鉄道ネットワーク強靭化等に向けた政策による後押しも重要。

〇政府が定める「鉄道貨物輸送へのモーダルシフトの推進」に係る目標値
①2025年度：209億トンキロ 総合物流施策大綱（2021.6月閣議決定）等
②2030年度：256億トンキロ 地球温暖化対策計画（2021.10月閣議決定）
⇒CO2削減目標は146万t-CO2

◆2020年度貨物鉄道輸送実績：168億トンキロ

運輸部門
2.24億t-CO2

旅客：１.34億t-CO2 (60％）
貨物：0.89億t-CO2 (40％)

出所:経済産業省資料よりJR貨物作成

2030年度には35％削減
（地球温暖化対策計画）

1.46億t-CO2
旅客：0.88億t-CO2※
貨物：0.58億t-CO2※

(※2013年度実績比率より
客貨目標を仮定）

⇒貨物部門削減目標は
0.31億t-CO2
（0.89ー0.58）

鉄道貨物CO2削減目標 146万t-CO2
貨物部門削減目標 0.31億t-CO2 ⇒約4.7％

◆日本の温室効果ガス排出量内訳 14億8,000万t-CO2
（2013年度実績）
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（３）激甚化する自然災害等への対応

2121

気候変動等の影響を受け、自然災害が頻発。「平成30年7月豪雨」による山陽線の100日間不
通をはじめ毎年のように土砂災害等が発生し、貨物鉄道輸送の全国ネットワークが寸断され、
安定輸送への信頼が脅かされる状況。特に、台風・大雨による運休本数の増加が著しく、直近
５年間(2016-2020)の運休は約9,900本で10年前(2006-2010)の2700本の約3.7倍に増加
⇒貨物鉄道ネットワーク強靭化、リダンダンシーの確保等が極めて重要。

鉄道ネットワーク
の強靭化が必要。


